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株主の皆様へ 

日本たばこ産業株式会社 
 

第 38 回定時株主総会 事前ご質問への回答について 
 
平素より格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。 
第 38 回定時株主総会におきまして、当社株主総会オンラインサイトにて多数の事前ご

質問を頂き、誠にありがとうございました。頂いたご質問のうち、株主総会当日に回答で
きなかったご質問につきまして、下記のとおり回答申し上げます。 
 

記 
 

Q１ 株主優待制度の廃止理由について、「株主への公平な利益還元」とあるが、何が公
平でないのかよくわからない。また、株主優待制度を廃止することでコスト削減
に繋がるが、削減分を原資として増配する予定はあるか。 

A 株主優待制度は、海外にお住まいの株主様や機関投資家の多くが優待商品を事
実上受領できない等、全ての株主様にとって公平な制度とはなっていないとのご
意見も頂戴しております。株主優待制度を廃止し、配当等による利益還元に集約
することで、全ての株主様に公平な利益還元を行うことができると考えておりま
す。 
なお、配当等による利益還元に集約することは、今後増配となることをお示し

しているものではございません。株主還元については、2021年に掲げた配当性向
75％を目安とする株主還元方針に基づき検討してまいります。目安とする配当性
向を踏まえつつ、利益成長を通じて、株主還元を中長期的に向上させていきたい
と考えております。 

 
Q２ 財務大臣の持株比率について、招集通知には 37.58％とあるが、2022年度中間期

の業績報告書には 33.35％と記載してある。財務大臣の持株数は変わっていない
と思うが、両者の違いを教えて欲しい。 

A 財務大臣の持株比率について、自己株式を除いた場合は 37.58％、自己株式を
含めた場合は 33.35%となっております。 
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Q３ 「ＪＴサンダーズ広島」及び「ＪＴマーヴェラス」の直近年間事業収益を教えて
ほしい。 

A 「ＪＴサンダーズ広島」及び「ＪＴマーヴェラス」についてはプロスポーツで
はなく、企業スポーツとして運営をしており、スポーツ振興による地域社会への
貢献や、企業イメージの向上を運営目的としております。したがいまして、事業
として営利目的の運営は行っておりません。 
また、両バレー部については、ファンクラブ会費等において一部収益を得てお

りますが、その金額、内訳については非公開とさせていただきます。 
 

Q４ 議決権行使ウェブサイトにおいて、会社提案に全て賛成、株主提案に全て反対を
一括投票するボタンがあり、全てに一括で賛成をするボタンがないのはなぜか。
株主提案に反対させる方向に誘導しているのか。 

A 株主様の利便性向上のために一括での投票ボタンを用意しております。一方で、
議決権行使の WEB プラットフォームについては、当社株主名簿管理人である三
菱 UFJ 信託銀行の共通インターフェースを利用しており、当社の意向が個別に反
映されているものではございません。したがいまして、恣意的に株主様の会社提
案及び株主提案に対する賛否を誘導するような意図はございません。 

 
Q５ たばこ事業の将来性に懸念があるが、今後の JT 事業戦略について教えてほしい。

また、たばこ事業以外で、具体的に取り組んでいる事業あるいは取組みを検討し
ている事業があれば、教えてほしい。 

A 当社は、中長期に亘る持続的利益成長の実現に向けて、「利益成長の中核且つ牽
引役」としてのたばこ事業及び「利益成長を補完する役割」としての医薬・加工
食品事業によって、事業ポートフォリオを構成しております。医薬・加工食品事
業は、たばこ事業とは収益性・投資期間等、事業特性が異なるからこそ、将来、
当社の中長期に亘る持続的な利益成長をこれらの事業が補完し、更なる成長に貢
献するものと考えております。 
中核であるたばこ事業においては、グローバルな組織力の強化を図るとともに、

Combustibles における ROI の向上、HTS（Heated tobacco stick）を中心とした
RRP（Reduced-Risk Products）への投資強化、事業運営における効率性の追求を
進めてまいります。RRP は HTS を中心に更なる市場拡大が見込まれる中、将来
の事業成長の柱として注力していく方針に変わりはなく、HTS へ優先的な投資を
実施してまいります。 
医薬事業は、創薬力向上のあくなき追求と、個別製品の価値最大化、中長期的

な事業基盤の最適化によるコスト削減等に、これまで以上に尽力してまいります。 
加工食品事業は、冷凍・常温加食品、調味料の 2 事業に注力し、事業コスト高

騰環境の中でも、収益性の高いトップライン成長の実現を目指してまいります。 
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また、JT Group Purposeである「心の豊かさを、もっと。」の具現化に向けた
取組みとして、コーポレート R&D 組織である D-LAB を設置し、「心の豊かさ」
を中心概念とした、研究や未来の事業シーズ(種)の探索・創出を実施していると
ころでございます。D-LAB の活動は、長期視点で社会に「心の豊かさ」を育むこ
とに貢献していくとともに、当社グループの利益成長への貢献も目指しておりま
す。 

 
Q６ 経済安全保障について、JT の考えや立場を教えてほしい。特に、中国と関わりの

ある事業について詳しく聞きたい。 
A 当社グループの事業運営において、経済安全保障、特に、原材料の調達や製品

の輸出入停止、重要な技術・データ等の流出は重要なリスクと認識しており、サ
プライチェーンの適切な管理や強化、ハード・ソフト両面での情報セキュリティ
対策強化に取り組んでおります。なお、中国においては、輸出管理法の施行等、
一部規制の強化が見受けられますが、現段階では当社グループの事業運営に影響
はございません。 
上記に限らず、輸出入等、当社グループの事業運営に関連する法規については、
従前より適切にモニタリングを実施しており、今後もこうした動向を注視しつつ、
法令遵守の上でサプライチェーン強化等に引き続き取り組んでいく所存です。 

 
Q７ 鳥居薬品について、注力している領域、ターゲットが分からない。JTが鳥居薬品

の事業範囲を拘束している印象を受ける。また、たばこ事業と医薬事業の研究に
おいてシナジーはないのか。 

A JT は、1998 年に鳥居薬品をグループ会社に迎え、医薬事業の国内基盤の強化
を図ってきました。グループとしての相乗効果を最大限に発揮すべく、現在 JTが
研究開発機能を、鳥居薬品が製造・販売機能を担っております。鳥居薬品では、
フランチャイズ領域として「腎・透析領域」、「皮膚疾患領域」、「アレルゲン領域」
の３つを掲げており、JT製品では「腎・透析領域」の「リオナ錠」、「皮膚疾患領
域」の「コレクチム軟膏」を中心に、これまで両社の共同開発や効果的な情報提
供活動のための連携等、様々な面でグループシナジーを発揮してきました。 
また直近の活動においても、現在 Phase3 試験中の「JTE-061(tapinarof)」の共

同開発等で効果的なグループシナジーを生み出しており、また、鳥居薬品独自の
導入活動として「オラデオカプセル」、「NAC-GED-0507」の開発を進める等、鳥
居薬品の独自の強みを活かした取組みを強化しているものと認識しています。鳥
居薬品は歴史のある会社であり、我々JTには無い多くの知見を持っています。今
後も引き続きそれぞれが得意分野に特化することで、グループとしての国内事業
基盤の強化を図り、より最適な事業運営体制の構築を目指していく所存です。 
また、併せてご質問いただいた、たばこ事業と医薬事業の研究におけるシナジ
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ーについては、医薬品の研究開発とたばこの研究開発は全く異なる領域であるこ
とから、現時点において、たばこ事業と連携した研究に取り組むという考えはご
ざいません。 

 
Q８ 加工食品事業において、生産性向上やコスト削減のために実施したこと、新たに

取り組むことがあれば教えてほしい。 
A 加工食品事業における生産性向上やコスト削減の取組みとして、テーブルマー

クを中核とする冷食・常温事業における生産体制の再編がございます。具体的に
は 2017年から 2022年にかけて、魚沼水の郷工場の敷地内に第２工場の新設、国
内既存工場のライン統廃合に伴う一部工場の閉鎖等を実施し、生産性の向上及び
生産能力の増強を進めてまいりました。 
今後も、より最適な生産体制のあり方や効率化の推進に向けて不断の取組みを

継続するとともに、AI や IoT等に代表されるデジタル技術の導入等、新たなテク
ノロジーを駆使した効果的な取組みも進めてまいります。 

 
※同趣旨のご質問につきましては、当社にてまとめさせていただきましたのでご理解くだ
さいますようお願いいたします。 
※多くの株主様の読みやすさの観点から、ご質問の趣旨を損なわない範囲で質問内容の一
部について要約・補足等を行っております。 

 
以上 
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